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3自然関連リスクの増大

『自然関連リスクの増大』は、世界経済フォーラムがPwCと共同で発行するもの
であり、本書は、New Nature Economyプロジェクトより発行する一連の報告書
の第一弾である。  

New Nature Economyシリーズについて

New Nature Economy（NNE）が発行する一連の報告書は、2020年10月に中国の昆明
にて開催される国連生物多様性条約第15回締約国会議-COP15に向けて、関係者の意見
や取り組みを取りまとめるプラットフォームであるNature Action Agendaの下で作成され
るものであり、また、関連するBusiness for Natureに関する問題への対応を支援するも
のでもある。NNE報告書は、ビジネス・経済的な観点からの行動の必要性の論拠（デー
タ）に焦点を当てつつ、Nature Action Agendaの事実基盤の構築に寄与することを目的
とするものである。

NNEシリーズは、以下の重要な論点を3つの報告書に渡って取り扱う。

1. 自然の危機的状況が、ビジネスや経済にとって非常に重要である理由に関する下記の
論点を含めた議論  

	– 自然の危機、その規模と緊急性

	– 自然の危機を放置した際に社会にもたらされる可能性のある結果

	– 自然の危機をビジネスや経済にとって重要な課題とするメリット

2. 社会変革のために優先すべき社会経済システムの特定

	– 企業や国有企業、投資家、金融会社といったステークホルダーによる個別およ
び集団的な対応が、緊急かつ不可欠な対象領域について。

	– 生態系の中でも、不可逆的な転換までの猶予が少なく、転換に至った場合に全
世界に対する影響が高まるもので、悪化の原因となる要因が経済活動や企業活
動により深く関連している。そのため、この分野におけるステークホルダーは、
より多くの価値を持ち、変革にも影響を与えることができる。

3. 環境問題に対する「自然を基盤にした解決策：NbS」の市場と投資機会の範囲の評価

	– 生物多様性、気候変動緩和、気候レジリエンスおよび海洋関係の課題に対する
解決策の研究

	– 上記の自然資本の持続可能性に基づく経済の実現可能性を評価

	– 企業が投資先として特に強い関心を抱く分野と解決手法を特定

世界経済フォーラムについて

世界経済フォーラムは、世界情勢の改善を使命とする、官民協力のための国際機関である。
同フォーラムは、世界、地域、産業が取り組むべき課題を形成するために、ビジネス、政治、
および他の社会的な分野において、最前線に立つリーダーと連携している。  
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序文

世界経済フォーラム 
取締役員 
ドミニク・ウォーレイ

イノベーション＆ 
サステナビリティの
グローバルリーダー 
PwC英国 
セリーヌ・ハーウェ
イハー

20世紀初頭より、人類はその英知と起業家精神によって、飛躍的な経済成長をもたらした1。過去100年間で、全
世界の生産高は20倍となり2、1950年以降のさらなる加速的発展によって3、人類の暮らしはめざましく向上した。
例えば、世界の乳幼児死亡率は、1990年と比較して半減し4、平均寿命は近代化以前の29年から2019年現在の
73年まで延びている5,6。しかしながら、この社会的・経済的繁栄の礎となってきた天然資源や生態系サービスの
極めて高い重要性については、ほとんど認識がされないままである。

本書に詳述するわれわれの分析によると、インドやインドネシアといった経済成長圏おいて、そのGDPの約3分
の1が自然に強く依存する産業から生産されている。また、あらゆる産業が、自然に対して、直接的・間接的に
一定以上依存していることも判明した。食品・飲料業界や農業、漁業、建設業などの第一次産業が、自然に対し
て最も高い依存度を示していることはいうまでもない。加えて、自然消失は社会経済の不安定さを助長し得るも
のでもあり、結果としてビジネス市場の攪乱にもつながるものである。

世界経済フォーラムの「グローバルリスク報告書2020年版」において、生物多様性の消失は、今後10年間にお
けるリスクの発生確率と影響度の観点から、上位5つのリスクの1つに選ばれている。自然消失は、2008年に起き
た資産価格バブルに類似したファットテールリスクである。これはすなわち、物事の因果関係を直線的関係として
考える世界の捉え方では認識できないリスクであるが、一度発生してしまえば、一般的な予測をはるかに上回る影
響を及ぼす可能性があるということである。これは、企業に短期的、長期的に重大な悪影響をもたらすものであ
るため、企業が自然関連リスクの捉え方やその評価・緩和の方法を再検討する必要性があるということである。こ
のような、近い将来起こり得る経済的・社会的ショックを緩和するために、われわれはより自然に優しい企業活動
の実施に投資を行うことができる。そのためには、2050年までに自然消失を食い止め、ネットゼロエミッションの
世界を実現するための、官民連携の新たなメカニズムと新しい資金の流れが必要となる。また、第四次産業革命
の技術も、ネットゼロエミッションで自然に優しい世界への転換に寄与する機会を多くもたらすものである。

世界経済フォーラムのNew Nature Economy（NNE）報告書シリーズは、2020年に中国の昆明で開催される国
連生物多様性条約（CBD）COP15とそれに関連するBusiness for Natureの動向に焦点を当て、官民連携を促
すことを目的とするものである。そして、NNE報告書シリーズの第一弾となる本報告書は、まず自然に対するビジ
ネスの依存性と影響を明らかにし、生物多様性と自然関連のリスクが、経済成長に関するより広範な文脈の中で
適切に考慮されるようにすることを狙いとするものである。

国際社会が2020年の「Super Year for Nature」に向けて準備を進め、海洋、気候、持続可能な開発目標（SDGs）、
および生物多様性に関して、国際政治上の節目となる重要イベントが開催されていく中で、本報告書が、緊急を要
する自然の危機的状況に取り組む上で、新たな視点とステークホルダーの参画をもたらす一助となることを願う。

   史上で最も知能の高いはずの生物が、どうして自分たちの唯一の 
住処を破壊し続けているのか

ジェーン・グダール氏、ガーディアン紙、2018年11月3日

」「
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エグゼクティブサマリー

世界の76億人は、全生物の重量の0.01％にすぎないが、人類は
すでに野生哺乳類の83％、植物の50％を消失させている。生物
の絶滅率は、現時点で過去1000万年の平均値の数十倍から数百
倍に達しており、さらにこの傾向は悪化している。現在の生産消費
パターン、土地利用と都市化、人口動態、貿易、産業、ガバナン
スモデルがこのような消失のベースにあるため、人類と自然の関
係性に対する抜本的な改革が求められている。

その結果、世界経済フォーラムの発行した「グローバルリスク報告
書2020年版」が、包括的なリスク認識調査を通じて、今後10年間
におけるリスクの発生確率と影響の観点から、生物多様性の消失と
生態系の崩壊を5つの大きなリスクの1つとして挙げている。しかし、
自然消失がどれほどの規模で起こっているのか、なぜそれが人類の
繁栄に関係するのか、特にビジネスの世界では、自然消失に対す
る現実的な取り組みについて、社会の理解が十分に進んでいない
といえる。

「グローバルリスク報告書2020年版」を踏まえ、本報告書は、あら
ゆる産業に属する企業にとって自然消失がいかに重要であるかを
深く掘り下げるとともに、気候変動リスクと同様、自然関連リスク
を企業が定期的に特定、評価、開示されることの必要性を明確に
主張している。これにより、リスクの誤った評価や不正確な資本バッ
ファー設定を防ぐとともに、自然を悪化・破壊する企業活動の緩和・
適応を促すことができると考える。

人間社会と経済活動は、生物多様性に根底から依存している。わ
れわれの研究によると、世界の総GDPの半分以上に相当する44兆
米ドルもの経済的価値創出が、自然そのもの、および自然がもた
らすサービスに中～高程度依存しており、それゆえ自然消失の脅
威にさらされている。自然への依存度が高い三大産業は、合わせ
て8兆米ドル近い粗付加価値（GVA）（建設業4兆米ドル、農業2.5
兆米ドル、食品・飲料1.4兆米ドル）を生み出す。これは、ドイツ
の経済規模のおよそ2倍に相当する。

自然消失が第一次産業にもたらすリスクは把握しやすい一方で、第
二次産業や第三次産業への影響も重大なものとなり得る。例えば、
化学品・素材、航空・旅行・観光、不動産、鉱業・金属、サプラ
イチェーン・輸送、生活消費財・ライフスタイルの6つの産業に関
しては、直接的なGVAのうち、自然に強く依存しているものは15％
に満たないものの、サプライチェーンを通じた「隠れた依存性」が
存在し、これら6つの産業のサプライチェーン由来のGVAの50%超
は、自然に中～高程度依存している。

自然関連リスクが企業にとって重要となるケースは、以下の3つで
ある。

1. 企業が、その事業活動、サプライチェーンのパフォーマンス、
不動産の資産価値、物理的なセキュリティ、事業活動の継続
性において、自然に直接的に依存する場合

2. 事業活動が自然に直接的および間接的に影響を与えること
で、企業に望ましくない結果（顧客もしくは市場全体を失う、
財務パフォーマンスに影響を与える法的措置や規制の変更が
行われるなど）をもたらす場合

3. 自然消失によって、企業が事業活動を行う市場や社会に混乱
が生じ、それが物理的リスクと市場リスクの両方として顕在
化する場合

気候変動リスク緩和の取り組みが、他の自然関係リスクの取り組み
に比べてはるかに成熟していることを踏まえ、本報告書は、気候
変動対策のアジェンダを参考にしている。例えば、「気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言は、気候変動のリスク
と機会を、効果的なリスク管理、戦略、監督のプロセスに組み込
むことにより、企業や投資家の気候変動対策を強化するための重
要な手段であることを証明している。このアプローチを参照し、学
びを得ることが、自然関連リスクに対処するための重要なメカニズ
ムとなり得るとともに、より広範なリスク管理プロセスとの整合性
を担保することになる。そのために、本報告書では、既存の中核
的な企業リスク管理プロセスに自然に由来するリスクを組み込む際
に、目的にかなったアプローチを採用することを提案する。これは、
気候変動や広範な環境、社会、ガバナンス（ESG）プロセスにお
いて徐々に実施されつつあるものである。

」「   我々が地球に対してやってきたことをこれほど自覚することも、 
また対策を講じる力を持つことも、未だかつてなかった

デビッド・アッテンボロー氏、2019年にダボス＝クロスターで開催された
世界経済フォーラム年次総会にて
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経済成長の環境コスト

世界の経済生産高と平均寿命の驚異的な伸びなど、過去50年間に
おける変化のスピードは、前例のないものとなっている。世界の
人口は2倍に増加、世界経済は4倍に成長し、10億人を超える人々
が極度の貧困状態から解放されている7,8。また、世界全体で見ると、
食糧、エネルギー、材料の生産量は過去最高である9。このように、
過去100年の急速な経済成長が人類にもたらした幸福と恩恵には
目を見張るものがある。世界の中間層に当たる人口は現在35億人
で、年あたり約1億6,000万人のペースで増加を続けており、うち
70％は中国とインドにおける増加である10。

一方で、この目覚ましい成長と繁栄は、地球の生命、ひいては経
済的成長をも支える自然システムを大きな代償としてきた（図表1
参照）。人類の活動はすでに地上環境の75％、海洋環境の66％に
深刻な影響を与えている11。評価対象である動植物種のうち、約
25%が人類の活動によって脅威にさらされており、100万種が絶
滅の危機に瀕し、その多くが数十年以内に絶滅するといわれてい
る12。また、世界の生態系は、その規模と状態が、推定されてい
たベースラインと比較して47％低下している13。

1. 自然の非常事態

地球システム科学は、気候変動と自然消失がいかに密接に関連し
ているかを示している。農業やその他の使用目的のために行われ
るマングローブ、泥炭地、熱帯林の破壊は、人由来のCO2総排出
量の13％に寄与し、今後も気候変動の影響を悪化させていくこと
が予想される14。こうした土地の農地、その他の使用目的への転換
は、植生や土壌からの炭素放出を引き起こすとともに、温室効果ガ
スを吸収・隔離する地球の機能を損なわせるものである。現状の
ままのシナリオにおいては、世界の気温が産業革命前の成長期に
比べて2℃上昇することで、この温暖化の影響だけで20種に1種の
生物種が絶滅の危機に瀕することになる15。加えて、全海洋生物種
の25%以上が暮らすサンゴ礁の99%が失われることになる16。

したがって、世界経済フォーラムが毎年発表しているグローバルリ
スク報告書（GRR）において、過去5年間にわたり、生物多様性
の消失と生態系の崩壊を、その発生確率と影響の観点から、中～
高レベルのグローバルリスクとなっていることは、驚くに値しない
（図表2参照）。2020年、企業、政府、非政府組織といったグロー
バル・コミュニティを対象に実施されたGRRの包括的なグローバ
ルリスク意識調査では、驚くべき結果が示された。調査開始後初
めて、グローバルリスクのトップ5が「環境」に集約された。その
中には、今後10年間のトップリスクの1つとして生物多様性の消失
も含まれている。

図表1：
世界の生態系の基盤を侵食する人間の活動

人類の社会と経済を支える生態系基盤が脅威にさらされている 

出所： IPBES, 2019, “Global assessment report on biodiversity and ecosystem services” ; Maria-Helena Semedo of the Food and Agriculture Organization (FAO) 
at World Soil Day 2014; The Economist, 2019, “On the brink – The Amazon is approaching an irreversible tipping point” ; WWF, 2018, “Living planet report 
– 2018: Aiming higher” ;  F. Sánchez-Bayo and K.A.G. Wyckhuys, 2019, “Worldwide decline of the entomofauna: A review of its drivers” , Biological 
Conservation.  
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図表2：
2020年のグローバルリスクの展望 2020と過去3年間の生物多様性消失リスクの変遷

2.5

インフレ

エネルギー価格の急激な変動

テロ攻撃 国家の崩壊 技術進歩の悪影響

国家統治の失敗

社会的不安定
資産バブル

データの不正利用
非自発的移住

グローバルガバナンスの失敗

人為的な災害

サイバー攻撃
自然災害

異常気象

気候変動対策の失敗

水危機

生物多様性の喪失2018年

発生の可能性

生物多様性の喪失2020年

生物多様性
の喪失

2019年

失業

財政危機

金融機関の破綻

食糧危機 国家間紛争

情報
インフラの故障

感染症の広がり

大量破壊兵器

インフラの故障

不正な資金の流れ

都市計画の失敗

3.0 3.5

3.32
平均

3.47
平均

4.0

5.0

開示
されている
エリア

3.0

3.5

4.0 

デフレ

影
響

出所：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2019–2020

注： 調査回答者は、個々のグローバルリスクが発生する可能性を1～5の範囲で評価（1は発生する可能性が非常に低いリスク、5は発生する可能性が非常に高いリスク）。また、
各グローバルリスクの影響度を1～5で評価（1：最小限の影響、2：軽微な影響、3：中程度の影響、4：深刻な影響、5：壊滅的な影響）。
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自然消失の要因

世界の76億人は、全生物の重量の0.01％にすぎないが、人類は
すでに全野生哺乳類の83％、全植物種の半分を消失させている17。
生物の絶滅率は、現時点で過去1000万年の平均よりも数十倍から
数百倍高く、この傾向はさらに加速している18。人間というひとつの
種がもたらす地球への影響があまりにも大きいことから、人新世、
すなわち「人類が地球の地質学的変化の主たる要因たる時代」と
いう、新たな地質年代を科学者が新たに定義するに至った19,20。

人類の活動は、地球の自然回復機能の限界を超えており（図表3）、
それが大規模で不可逆的な環境・社会的変化のリスクを増大させ
ている21。

図表3：
自然消失を直接的にもたらす以下の5つの要因は、1970年より悪化の一途を辿っている

現時点で、地球規模の生物多様性評価を最も包括的な形で行って
いる、「生物多様性と生態系サービスに関する政府間科学政策プラッ
トフォーム（IPBES）」の最新報告書によると、過去50年間におけ
る自然消失の90％以上が、自然の変化を直接的に引き起こし得る5
つの要因に起因しているという（図表3参照）。

突き詰めていくと、これら5つの要因は、現在の生産・消費パターン、
人口動態、貿易、技術革新、ガバナンスモデルの組み合わせから
派生するものである。

自然消失の要因 自然界に対する影響の実例

土地・海洋利用の変化

現在、居住可能な土地の半分が農業・畜産の目的で使用されている22。

近年、世界で最も生物多様性に富んだ生態系の1つである熱帯原生林が、年間300万ヘクタール
を超えるペースで失われている23。

過去50年間でデッドゾーン（ほとんどの海洋生物が生存できない無酸素状態の海域）の数は4倍に
増えている。世界中に400以上のデッドゾーンが存在し、その面積は英国の国土よりも広い24,25。

気候変動

北極圏の森林における火災は、過去1万年に比べてより広範囲かつ破壊的なものになっている26。気
候モデルの予測では、火災の頻度と大きさに作用する環境的条件が今後一層深刻化していくという27。

世界のサンゴ礁は、1.5℃の気温上昇でさらに70～90％減少し、2℃の上昇ではさらに大きく失わ
れる（99％以上）と予測されている28。

天然資源の利用と開発

今日の魚類資源の93％は、持続可能な漁獲量の上限、もしくはそれを上回る量で漁獲されている29。

1970年以来、化石燃料やバイオマスを含む天然資源の年間採取量は、3.4倍に増加している30。

汚染

世界全体で、毎年約1億1,500万トンの無機質窒素肥料が耕作地に施用されており、これらの窒素
の5分の1は土壌やバイオマスに蓄積し、35％は海に流入する31。

侵略的外来種

外来種が70％増加しており、地域の生態系や生物多様性に悪影響を及ぼしている32。
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自然消失の非線形リスク 

   アマゾンの熱帯雨林の消失や南極西部の氷床の
融解のような、地球システムにおける重大な事象
は、発生確率が低く、ほとんど理解されていないと
考えられてきた。しかし、これらの事象は想定より
発生の可能性が高く、また影響力も大きく、さまざ
まな生物物理学的が相互に関連しており、世界に
長期的かつ不可逆的な変化をもたらす可能性があ
ることを示す証拠が出てきている

ヨハン・ロックストローム氏、ポツダム気候影響研究所所長

科学者や研究者たちは、現在の自然破壊がこのままのペースで続
けば、いくつかの生物群系（ツンドラ、草原、森林、砂漠など）
において、不可逆的な転換点を超え経済や社会に大規模な影響が
もたらされる可能性があると予測している。こうした転換点を超え
ると、局所的、あるいは（気候変動と同様に）世界的規模で壊滅
的な事象が発生する可能性がある33。例えば、アマゾンにおける
大規模な森林破壊は、森林が消失した地域に影響を与えるだけで
なく、地域の天候パターンを変化させ34、地域の水の利用性や農
業生産性に影響を与える場合がある。1970年以降、アマゾンの森
林面積の約17％が失われている35。このままのペースで森林が破
壊され続け、森林の20～25％が失われることになれば、この地域
は転換点に達し、一部の地域が非森林生態系に変化すると科学者
は警告する36。複数のモデルによれば、これにより当該地域におけ
る干ばつの期間が長くなり37、ブラジルだけで年間4億2,200万米
ドルの農業生産損失をすると考えられている38。ブラジルは世界的
に重要な食料輸出国であり、農業生産量が急激に減少すれば、世
界中の食料価格を大きく変動させかねない。

このようなリスクを正確に管理し、緩和するためには、経済発展
に投入される自然資本や、経済成長に伴う生態系劣化のコストを
考慮するなど、自然そのものの価値の捉え方を根本的に変える必
要がある。第四次産業革命の技術がもたらした新たなビジネスモ
デルは、このような自然に優しい開発への転換を促進し、資源の
利用を最小限に抑えながら自然の価値を有効活用する可能性を持
つ。この例として、人工知能（AI）、衛星画像、ドローンを活用し
た土地利用の変化の自動検出や、生態系内の外来種や病気の監
視・管理などが挙げられる。同様に、循環型経済モデルと新技術
は、いずれも投入資源の使用を最適化し、廃棄物量を最小化する

とともに、全世界の農業・産業サプライチェーンのリアルタイムで
の追跡・監視を可能にする。人間と自然の関係性は、今世紀中に
見直されなければならない。そのため、21世紀は人と地球の双方
に責任をもったイノベーションが生み出される必要がある。

世界経済は、地球のさまざまな生態系の一部であり、同時にそれ
らに依存している39。自然の悪化が進むにつれ、企業は確実によ
り多くのリスクにさらされるようになる。このリスクとは、より多く
の消費者や政府が自然消失を認識し、その改善に向けた行動を取
るようになるにつれて生じる、社会的なレピュテーションリスクや
法的リスクのみを指すものではない。直接的な投入資源が失われ、
ビジネスが依存する生態系サービスの機能が停止するなど、事業
運営上・財務上のリスクをも含むものである。

自然が衰退するにつれて、ビジネスの成功や将来の繁栄の見通し
も徐々に悪化する。逆に、自然の生態系回復への取り組みに関連
するビジネスチャンスは相当なものとなり得る。自然消失の解決手
段は複雑ではあるが、現状打破に資する行動を早急に取らなけれ
ば、リスクと影響は増大するばかりである。

」

「
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2019年度のエデルマン・トラストバロメーターにより、人口の4分
の3以上（76％）が、最高経営責任者には、政府からの指示を待
つことなく、変革の実現に率先して取り組んでほしいと考えている
ことが明らかになった40。

ここ数年、自然消失への関心が高まっているにもかかわらず、自然
消失がビジネスにどのような影響を与えるのか、また、これに対応
するために企業が実際にどのような手段を講じることができるのか
についての知見は不足しています。その主な理由のひとつは、サプ
ライチェーンにおいて、自然の要素が明確にされておらず、正しい
認識に基づいた価格で取引されていないことです。

生物多様性や生態系の破壊が企業にリスクをもたらす要因は、3つ
存在する。

1. ビジネスの自然への依存性：企業がその事業運営、サプライ
チェーンのパフォーマンス、不動産の資産価値、物理的なセ
キュリティ、事業活動の継続性などが直接自然に依存してい
る場合

2. ビジネスが自然に与える影響：自然消失に対して企業活動が
直接的・間接的に与える影響が、企業に望ましくない結果（顧
客あるいは市場全体の喪失、高コストな法的措置や企業活動
に不利に働く規制変更など）をもたらす場合

3. 自然消失が社会に与える影響：自然消失が、企業が事業活
動を行う社会に混乱をもたらし、物理的リスクと市場リスク
を引き起こす場合

2. 自然消失が企業活動にもたらす見えないリスク

企業活動が自然に依存することにより生じるリスク

あらゆるビジネスは、直接的に、あるいはサプライチェーンを通じ
て自然資本と生態系サービスに依存している。われわれの調査で
は、世界の総GDPの半分を超える44兆米ドルもの経済価値の創出
が、自然に中～高程度に依存しており、そのため自然消失に由来す
るリスクにさらされていることが明らかになっている41。世界経済の
自然に対する依存度を推定するために、一産業あたりの経済価値創
出高に基づいて、163の経済セクターの自然資本への依存度を評価
し、産業および地域レベルで分析した。この方法論の詳細は付録A
に記述されている。

産業の自然への依存度
世界のGDPのうち、15％（13兆米ドル）が自然への依存度が高い
産業、37％（31兆米ドル）が中程度の依存度の産業において生み
出されている。自然への依存度が高い三大産業では、合計8兆米ド
ル近い粗付加価値（GVA42）が生み出されている。この三大産業
とは、建設（4兆米ドル）、農業（2.5兆米ドル）、食品・飲料43（1.4
兆米ドル）であり、これはドイツ経済の約2倍の規模に相当するも
のである。これらの産業では、森林や海洋からの資源の直接採取、
もしくは健全な土壌、きれいな水、花粉媒介、安定した気候といっ
た、何らかの生態系サービスの提供に依存している。こうしたサー
ビスを自然が提供できなくなれば、前述の産業が大きな損失を被
る可能性がある。

例えば、コーヒーの品種のうち、60％が気候変動や病気、森林破
壊などにより絶滅の危機に瀕している44。このような事態が発生した
場合、2017年の小売売上高が830億米ドル45に上る世界のコーヒー

自然消失は、企業活動やより広範囲な経済活動に重大なリスクをもたらす
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市場は、とても不安定な状況になり、多くの零細農家の生活に影響
が及ぶこととなる。

同様に、害虫や病気の大発生は、遺伝的多様性の低い商業的に重
要な作物種の生存を脅かす、自然消失の一般的な原因である。世界
の食糧の半分以上は、米、小麦、トウモロコシの3つの主食から供
給されているが、これらの作物は、すでに侵入種の影響で、総生産
の最大16％（960億米ドル）に相当する年間損失を出している46。栽
培する農作物の多様化は、害虫や病気の発生に対する耐性を向上す
るとともに、気候変動が作物生産に与える、より甚大な影響を緩和
することもできる47。一方で、単一栽培は、その経済的な合理性によ
り、未だ工業的農業において最も多く見られる農業形態である48,49。 

自然への依存度は、産業やセクターによって大きく異なる。自然
消失が第一次産業にもたらすリスクは分かりやすい一方、第二次
産業や第三次産業への影響もまた重大なものとなり得る。例えば、
化学品・素材、航空・旅行・観光、不動産、鉱業・金属、サプ
ライチェーン・輸送、生活消費財・ライフスタイルの6つの産業に
関しては、直接的なGVAのうち、自然に強く依存しているものは
15％に満たないものの、サプライチェーンを通じた「隠れた依存
性」が存在し、これら6つの産業のサプライチェーン由来のGVAの
50%超は、自然に中～高程度依存している。図表4は、世界の22
の産業における、自然消失に対して脆弱なGVAの割合をより詳細
に示したものである。

図表4：
産業別、直接およびサプライチェーンを通じてGVAの自然への依存度が高・中・低程度の割合

林業
農業

漁業・養殖
食品・飲料・たばこ

熱供給
建設
電力

水道事業
サプライチェーンと輸送

化学・素材
航空、旅行、観光

不動産
鉱業・金属

小売・消費財・ライフスタイル
石油・ガス

自動車
医療提供
電子機器
情報技術

保険・資産運用
銀行・資本市場
デジタル通信

 高  中  低

産業界のGVAに占める割合

直接的に依存 サプライチェーンを通じて依存

サプライチェーンGVAに占める割合

0% 0%20% 20%40% 40%60% 60%80% 80%100% 100%

出所：PwC
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スポットライト
サンゴ礁と湿地帯の破壊により、保険会社と観光業に数十億米ドルもの損失を与える可能性がある

健全な沿岸地帯の保全は、洪水や他の異常気象からの防護の観点で、非常に重要性が高い。サンゴ礁が破壊されることで、前述
の防護機能が低下し、沿岸の洪水地帯内に住む最大3億人の人々がリスクにさらされることになる50。地球温暖化が2℃の気温上昇
をもたらした場合、世界のサンゴ礁の99％が失われることになる51。また、このサンゴ礁の消失により、観光産業は経済的なリスク
にさらされることになる。サンゴ礁は、世界的に見ると、観光業を通じて年間360億米ドルの経済価値をもたらしており、そのうち
190億米ドルはダイビングや野生生物の観察などの「サンゴ礁エリアでの観光」によるものであり、残りもオーシャンビューやビーチ、
地元の海産物など、サンゴ礁に関係するエリアでの観光から生み出されている52。

湿地帯の破壊もまた、湿地帯のもたらす水のろ過機能や洪水発生の抑制機能など生態系サービスがもたらす影響の重要性から、重
大なリスクであるといえる53。大西洋での2012年シーズンにおける最強のハリケーン「サンディ」の際には、湿地帯のおかげで、6
億2500万米ドルを超える額に相当する洪水被害を回避できたものと推定される54。保険業界は、沿岸湿地の保護を通じて暴風雨や
洪水被害による損失を減らすことで、年間520億米ドルの損失を防ぐことも可能である55。 

国や地域の自然への依存度
国や地域の視点で産業全体のGVAを分析することで、自然に対
する企業の依存度と影響について、異なる視点を得ることができる
（図表5を参照）。我々は、世界でも極めて成長の著しい複数の経
済圏が、特に自然消失に対して脆弱であることを明らかにした。例
えば、インド、インドネシアのGDPのそれぞれ3分の1（インド：
33％、インドネシア：32％）が、自然への依存度が高いセクター
より生み出されており、またアフリカ大陸ではGDPの23％ 56が同
様のセクターで生み出されている。

図表5：
地域別の自然への依存度

出所：PwC
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占める割合

自然依存度が高い

自然依存度が
中程度

自然依存度が低い
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世界レベルで見ると、規模の大きい経済圏において、自然に依存
したセクターに由来するGDPの割合が高い。その額は、中国では
2.7兆米ドル、EUでは2.4兆米ドル、米国では2.1兆米ドルとなっ
ている。これは、たとえ自然消失に対する脆弱性が高い経済活動
の割合が比較的少ない地域であっても、世界全体との関わりが相
当割合存在する以上、無関心でいられるものではないということを
意味する。
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このような自然に対する依存度の高さを踏まえれば、自然消失にさ
らされているこれらの経済圏において、自然を評価し、優先順位
を付け、自然への投資を行うことが非常に重要であるといえる。し
かしながら、現在の経済データや傾向分析では捉えられていない
自然消失と、これに由来する潜在的な機会損失が存在する以上、
上記の対応は全体像の一部を捉えることしか出来ないのである。
これまでに、人類が抱える複雑な課題の解決に際して、人々が自
然から着想を得た事例は数多く存在する。例えば、ハーバード大
学の研究者はナミブ砂漠のカブトムシを研究し、干ばつ対策として、
より効率的に水滴を凝縮し輸送する技術の開発をした57。これはカ
ブトムシが甲羅の凸凹に水滴を集め、V字状の棘を利用してこの水
滴を摂取する仕組みを模倣することで、それを実現した。 

企業活動が自然にもたらす影響から生じるリスク

自然に対する依存度に加えて、企業が自然に与える負の影響は、
規制リスク、法的リスク、社会的なレピュテーションリスク、市場リ
スクなどの形で、企業に直接的・間接的なリスクをもたらす可能
性がある。

法規制的な圧力
2020年10月に開催される第15回締約国会議（COP15）におい
て、国連生物多様性条約の締約国196カ国が中国の昆明に集い、
2020年以降の世界の生物多様性に関する枠組みの採択について
交渉、行動方針を定めることになる。この会議は、新たな目標を
設定するとともに、政府による自然消失に対する行動を促すもの
でもある。特定の土地区画の商業利用に関する厳格なルール、補
助金制度の改革、税金・罰金、科学的根拠に基づく目標、貿易管
理令など、新たな規制手段の導入が予想されている。これに関し
て、一部の国はすでに行動を起こし始めている。インドネシアでは、
農業免許の新規発行を制限することで、泥炭地の農地転換を一時
的に抑制している他58、コスタリカでは、農家や地権者が炭素隔
離や流域保護などの生態系サービス保全に取り組むよう、畜牛へ
の補助金をこの保全活動に対する報酬に再充当しており59、フラン
スでは最近、企業によるサプライチェーンの環境評価を義務づける
「注意義務法」を制定した60。今後、さらに多くの国がこの流れに
追随することが予想され、これは多くの企業が規制リスクにさらさ
れる可能性につながっていくと考えられる。

規制が強まるにつれて、企業の資産が「座礁資産」となる可能性
が高まる。開発が不可能となった土地区画など、自然関連の座礁
資産を保有している企業は、早期の評価損の計上、資産価値の
評価減または負債への転換に迫られる可能性がある61。例えば、
Tropical Forest Alliance（TFA）は、今後5年から10年の間に、
投資家が森林破壊に関連付けられる商品の生産への投資を続けれ
ば、数百億米ドルの資産が座礁のリスクにさらされる可能性がある
と試算している62。多くの場合、座礁資産につながるリスクは、理
解がほとんど進んでおらず、正確に評価もされておらず見過ごされ
ている状態である。これは、現在の金融システムはそのような座

礁資産に今後大きな影響を受ける可能性が高いことを意味する63。
座礁資産は、規制の変更だけでなく、気候変動や自然消失などの、
長期的な環境変化からも直接発生する可能性がある64。

社会の認識・評価、投資家の圧力
特にミレニアル世代やZ世代を中心として、世論の変化が起こって
いる。使い捨てプラスチック65や食肉66、その他消費者の倫理観に
関わる事項において、消費者行動の変化が見られる。

例えば、ファッション・繊維産業の企業は、資源と水を大量に消費し、
化学物質を多用し、廃棄物を大量に排出する傾向にある67。消費
者は、こうした産業がもたらす環境へのダメージへの認識をますま
す深めており、その改善に向けた企業の対策を求めている。こう
した消費者の意識や嗜好の変化に真っ先に取り組む企業は、利益
を享受することになる。2019年のG7サミットに後押しされ、50社
以上の企業と250のブランドが、ファッション業界における、地球
温暖化防止、生物多様性の回復、海洋保護に向けた対応の強化
に関するコミットメントである、G7ファッション協定に署名した68。

消費者嗜好の変化に関するもうひとつの事例は、その環境影響の大
きさから、頻繁に調査の対象となっている食肉産業である69。米国
における牛肉消費量は、2005年から2014年の間に19％減少し70、
欧州では2030年までに牛肉と豚肉の消費量が共に減少すると予測
されている71。

企業の対応強化を求めているのは、消費者だけではない。格付け
会社は、自然関連の開示情報を企業の評価基準に含め始めており、
また機関投資家は、企業の事業運営における環境リスクについて、
一層の説明責任を求めている72。これは、企業が自然破壊行為に
加担していると、企業が負担する資本コストが高くなることを意味
する。

例えば、大豆のサプライチェーンでは、総資産が6.3兆米ドルに上
る57の機関投資家が、「森林破壊の撲滅に向けたコミットメントを
示すこと」を全ての大豆の取引に関わる全ての企業に対して求め
ている。これは、大豆の原産地や森林破壊ゼロ基準を満たさない
サプライヤーに対するスタンスなど、森林破壊に関するポリシーの
公共への開示を含んでいる73。
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スポットライト
熱帯の森林破壊によって高まる農業・バイオ燃料の市場リスクとレピュテーションリスク

熱帯林の破壊は、熱帯林に影響を与え、熱帯林に依存するセクターにとっては、重要な自然関連リスクの源となっている。

毎年、デンマークの面積に匹敵する推定430万ヘクタールもの湿潤熱帯地域の原生林が、主に農業、畜産、インフラの拡大によっ
て失われている74。森林破壊活動の影響は、農業セクター外にも及ぶ可能性がある。世界銀行によると、2015年のインドネシアで
発生した森林破壊を引き起こした火災は、経済活動の混乱とGDP成長率の低下を引き起こし、インドネシアの経済に160億米ドル
の損害を与えたと推定される75。

上場企業の売上高のうち最大で9,410億米ドルが、森林破壊に最も関連する商品（牛肉、大豆、パーム油、パルプ・紙）に依存している。
森林破壊に関連する商品への投資は、企業にとっても重要なリスクなのである。また、森林破壊リスクは、消費者の認識の変化が
企業の森林破壊ゼロ調達コミットメント（企業はその達成に苦労している）に影響されたように、レピュテーションリスクとして浮上
する場合もあれば、市場リスクとして即座に顕在化する場合もある。

その良い例が、パーム油セクターである。2016年、欧州食品安全局はパーム油脂に見られる3種類の汚染物質に関する懸念を表明し
た76。イタリアの反パーム油派の運動家は、この問題を即座に取り上げた。これにより、売上高が120億ユーロを超えるイタリア最大の
食料品チェーンであるコープ・イタリアと、34億ユーロの売上を誇る世界最大級のパスタメーカーであるバリラは、自社の食品ライン
からパーム油の使用を一部または全部、段階的に廃止する運びとなった。このパーム油使用の廃止がもたらす環境上のメリットに関し
て強い疑問の声もあるが77、「パーム油ゼロ」というブランディングが法的・貿易上の論争の対象となり、パーム油市場において混乱
を引き起こしたことは間違いない78。

一方で、2015年の欧州におけるパーム油消費量のほぼ半分は、バイオ燃料が占めていた79。欧州連合（EU）が、2030年までのパー
ム油使用の段階的な廃止を求める形で、バイオ燃料の森林破壊リスク評価に関する規制を改正した80ことから、バイオ燃料もこの圧
力にさらされている。こうした規制や市場に関する動きは、毎年350万トン（22億ユーロ相当）のパーム油をEUに輸出する当該セ
クターに大きなリスクをもたらすものである81。

自然消失が社会に与える影響から生じるリスク

その経済活動への貢献度に加えて、清浄な空気、豊富な量の淡水、
肥沃な土壌、安定した気候といった、自然資産やサービスは、人
間社会が機能する上で不可欠な公共財をもたらすものである。ゆ
えに、自然消失は、波及的な地政学的リスクの一因となり、場合に
よっては、企業の事業運営環境を不安定化させる可能性がある。

世界人口に対する健康リスク
自然システムの劣化や消失は、人々の健康に影響を与える可能性
がある82。例えば、エボラやジカといった動物が媒介する伝染病の
発生と森林破壊の間に強いつながりがあるように、感染症の発現
と生態系の乱れとの関係性が指摘されている83。

自然消失は、毎年340万人から890万人の死者を出し、人々の健
康にとって重大な脅威であり、大気汚染の影響を深刻化させる可
能性もある84。都市部の樹木には相当の大気汚染の軽減機能があ

り、世界の上位10位までの大都市においては、その価値は年間4
億8,200万米ドル相当と推定されている85一方、森林の破壊や山火
事は、有害なレベルの大気汚染発生の頻度を上昇させる要因となっ
ている。世界銀行の試算では、2015年のインドネシアの森林火災
に起因する煙霧により生じたコストは、一時的な医療費だけで約
1億5,100万米ドルに上り、長期的な費用に至っては、未だ定量化
されていないという86。

世界平和へのリスク
自然の悪化は、気候変動も伴って、水不足を引き起こす恐れがあり、
これが紛争や対立の原因となることが長らく続いてきた87。干ばつは
気候変動と関連付けられており88、森林破壊などの自然破壊によって
深刻化している89。また、干ばつは地政学的に暴力の激化を引き起
こす重大な要素として言及されるようになってきており90、これには、
サブサハラアフリカ91、ケニアとスーダンの国内安全保障上の課題、
マリにおけるクーデターの多発などが含まれる92。よく知られている
干ばつに関連して発生した問題の例として、シリア内戦もある93。
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世界貿易へのリスク
大規模な自然消失は、各国間の貿易関係に影響を与える可能性が
ある。2019年のブラジルのアマゾンにおける森林火災の劇的な増
加は、20年に及ぶ交渉が続けられてきたEUメルコスール通商協
定の締結を頓挫させ得る脅威となっている。2つの経済ブロック間
の貿易は1,220億ユーロの価値があり94、この協定による関税や貿
易障壁の削減・撤廃を通じて、新たな市場機会が大きく創出され
ることが期待されている。しかし、EU加盟国は森林火災の規模に
ついて懸念を表明しており、これにより協定の不成立も懸念される。
オーストリア議会は、環境問題などを理由にこの協定に対する反対
の意向を表明しており、これによりEUの批准が事実上損なわれる
ことになる95。アイルランドとフランスもまた、ブラジルがアマゾン
に関する環境面のコミットメントを果たさない限り、この協定への
参加を拒否すると表明している96。

経済発展に対するリスク
自然消失は、特に農村部の貧困層と彼らの今後の経済発展の見通し
において切実な問題である。農村部のコミュニティは、往々にして
食料、住居、収入、燃料、健康、生活様式などにおいて、自然に
直接的かつ多大に依存している。農村部のコミュニティは、自然消
失した場合に、代替品が入手できなかったり、その調達コストが高
すぎたりする場合が多いため、こうした消失にとても脆弱である97。
例えば、インドの森林生態系は、インドのGDPのわずか7％にのみ

寄与している一方、インドの地方のコミュニティにおいては、その
生計の57％に寄与している98。中貧困層および極貧層の4分の3の
人口が農村部に住んでいることから99、自然資産と生態系サービス
の消失は、世界の貧困と開発に対して大きな影響力を持っていると
いえる。

ジェンダー平等に対するリスク
自然消失と気候変動は、女性が燃料、食料、水といった生物学的
資源の管理において重要な役割を果たしていることから、女性と
子どもに特に大きな影響を与える100,101。ジェンダー平等の向上は、
経済成長の原動力であり102、自然消失が女性に与える悪影響は、
経済発展に対して広範な影響をもたらすとともに、ビジネスの市場
開拓の機会を減少させる可能性がある。 

スポットライト
製薬業界の将来の成長を危うくする遺伝物質の消失

製薬業界の持続的な成長は、将来の収益につながる新薬や治療法の開発にかかっている103。製薬業界ほど研究開発に多額の費用
を費やしているセクターは他にない104。処方薬の50％は、植物に存在する天然由来の分子をベースにしており105、また、抗がん剤
の70％は天然由来または自然から着想を得た合成品である106。

過去70年間で承認を受けた抗腫瘍剤のうち、約75％は非合成品であり、そのうち49％は完全に天然由来成分または天然由来成分
から直接抽出されたものであった107。生物多様性の消失によって、現在、絶滅の危機に瀕している種には、マラリア治療薬である
キニーネの材料である南米のキナの木が含まれる108。

また、製薬業界は、新成分の発見を、生物多様性の高い熱帯雨林に特に依存しており、現代医療で使用される医薬品の25％は熱
帯雨林性植物に由来している109。熱帯雨林が伐採や山火事といった脅威にさらされる中で、製薬会社は、次なる医学的、商業的な
ブレークスルーにつながり得る、未発見の遺伝子物質の巨大な貯蔵庫を失うリスクに直面する。推定される30万種の植物のうち、
薬理学的な有用性判断の評価を受けているのはわずか15％にすぎない110。複数の試算によると、現時点で2年に1つの割合で高い
潜在性を持つ薬品が失われ続けているという111。

ベノミクス（毒物の科学的分析）の領域も、がん、心臓病、糖尿病を含むさまざまな健康問題の分野において、医薬品開発に多
大な貢献をしている112。例えば、バイエッタは、2型糖尿病患者の血糖値を下げる作用のある新薬の1つである。その主成分である
エキセンディン-4は、米国南西部とメキシコ北西部に生息する大型トカゲの一種であるアメリカドクトカゲの唾液に含まれている113。
これは、未研究の種が失われることによって、新たな発見の可能性さえも失われてしまうということを示す一例にすぎない。



19自然関連リスクの増大

前二章では、ビジネスや経済に対する自然関連リスクの重要性を
明らかにした。国際社会が自然保護経済への移行に取り組む中で、
企業、金融機関、資産家、規制当局、政府のそれぞれにとっての
自然関連リスクの財務上の重要性を早急に再定義することが求め
られている。このようなリスクは、気候変動リスクのように、企業
が定期的に識別し、評価し、開示することが重要である。これにより、
短期的なリスクの発生や、慢性的なインパクトに対して、リスクの
誤った評価や不正確な資本バッファー設定を防ぐことができる。

自然関連リスクは、既存のERM（企業のリスク管理）やESG（環
境、社会、ガバナンス）の対応プロセス、投資の意思決定、財務・
非財務報告に組み込むことができる。また、環境リスクのカテゴリー
全体に同様のフレームワークを使用することで、企業の意思決定
プロセスへの効率的かつ効果的な統合が可能となるものと考えら
れる。

多くの大企業は、気候リスクの特定、測定、管理において、G20
の要請により発足した「気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）」が提案したフレームワークをすでに採用している（図
表6参照）。現段階では任意ではあるが、時価総額が9.2兆米ド
ルを超える企業や118兆米ドルに迫る資産を持つ金融機関を含む
870を超える数の団体が、TCFDの提言を支持するために、このフ
レームワークに参加している114。TCFDのフレームワークは、この
フレームワークを特に強力なものにする後述の側面を活用すること
により、自然関連リスクの管理に利用することができる。

3. 自然関連リスクの管理

1. 財務上のマテリアリティ：TCFDは、非財務的な持続可能性
の指標のみならず、潜在的な財務上の影響に関する評価と
開示をも要求している。自然に関係する例としては、土地利
用の制限が資産価値に与える影響や、汚染問題の解決に伴
う費用や保険料の増加などが含まれる。

2. ガバナンス：TCFDは、事業を行っている国や地域の法律に
基づき、監査済み（例：公表用）年次財務報告書において
開示することを推奨している。これにより、気候変動リスクの
評価と開示は、最高財務責任者と最高リスク責任者の手に委
ねられることになり、主要な財務報告書の作成に用いられる
厳格なガバナンスプロセスの実施責任の対象となる。その結
果としてガバナンスと取締役会の理解が高まることは重要な
進歩であり、これにより、気候変動を含めた自然関連リスク
への対応がサステナビリティ部門だけに任せきりになること
なく、執行取締役会レベルに高めることができるものと考え
られる。

3. ビジネス志向：TCFDのフレームワークは、幅広い企業や
投資家の意見を取り入れて開発されたものであり、企業の 
ERMシステムや他のコアビジネスのリスクプロセスにリスク
を組み込むことができるような柔軟性を備えている。TCFD
の提言は、ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標（図
表6参照）の幅広いテーマに基づいている。これらは、リス
ク対応の実務者や企業の開示担当者にはよく知られているも
ので、さまざまな種類のリスクの管理・報告手段として一般
的に受け入れられている。

図表6：
推奨される気候関連財務開示の中核的構成要素

出所： TCFD, 2017, “Recommendations of the Task Force on Climate-related Financial Disclosures” , https://www.fsb-tcfd.org/wp-content/uploads/2017/06/
FINAL-2017TCFD-Report-11052018.pdf

ガバナンス
気候関連のリスクと機会に関する組織のガバナンス

戦略
気候関連のリスクと機会が組織のビジネス、戦略、財務計画に与える実際・
潜在的な影響

リスク管理
気候関連のリスクの特定、評価、管理に組織が使用するプロセス

指標と目標
気候変動に関連するリスクと機会の評価・管理に使用される指標と目標

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標

https://www.fsb-tcfd.org/wp-content/uploads/2017/06/FINAL-2017TCFD-Report-11052018.pdf
https://www.fsb-tcfd.org/wp-content/uploads/2017/06/FINAL-2017TCFD-Report-11052018.pdf
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自然関連リスクと既存のリスクカテゴリーとの整合

自然に関連するリスクは、TCFDで定義されている気候変動リスクのカテゴリーに類似したカテゴリーを用いて評価することができる115。図表
7は、企業が考慮すべき主なリスクのカテゴリーと、これらの異なるリスクがどのようにして顕在化するかの例を示している。

図表7：
自然関連リスクのカテゴリー

自然関連リスクの 
カテゴリー 該当リスクの顕在化の仕方 例

物理的なリスク
暴風雨や洪水などの異常気象によ
る気候変動関連の被害と同様に、
生息地の破壊、侵略的外来種、
生息地の減少などの自然関連の
被害もまた、事業活動、資産、バ
リューチェーンにリスクをもたらす
可能性がある。

商品に関するリスク
ビジネスの生産プロセスにおける自然の貢献度は大
きい。

世界の食用作物の75％を上回る量が、少なくとも部
分的に、昆虫やその他の動物による受粉に依存して
いる。年間2,350億米ドルから5,770億米ドルの市
場価値になる世界の作物生産は、動物による受粉に
直接的に起因しており、そのため花粉媒介生物の減
少のリスクにさらされている1。

サプライチェーンのパフォーマンスリスク
自然は、サプライチェーンの事業活動にとって非常
に重要である。

森林景観の悪化は、2,000億ユーロ規模の世界の化
粧品市場を支えている2貴重な材料の入手と長期的
な供給安定性を脅かす可能性がある。例えば、さま
ざまな化粧品に使用されるシアバターの供給は、シ
アの木に依存するが、シアの木は現在、森林破壊、
寄生虫、および花粉媒介生物の消失の脅威にさらさ
れており3,4、国際自然保護連合（IUCN）によって危
急種に分類されている5。もう1つの化粧品製造の重
要な材料であるアルガンオイルは、アルガンの木が
生育するモロッコの土地の劣化によるリスクにさらさ
れている6。

被害と事業継続リスク
自然は、事業運営と継続に必要な安定した状況（例
えば、突発的・長期的な事象に対する物理的な安全）
を提供する。

マングローブは、生物多様性の恩恵と二酸化炭素の
吸収に加えて7沿岸の洪水や高潮から企業や地域社
会を守る重要な役割を果たしている8。マングローブ
がより広範囲に生育している沿岸の地域社会は、熱
帯サイクロンからの防護力が高く、経済活動におけ
る恒久的な損失が軽減される9。マングローブの原
生林が、本来の面積から35％、もしくはそれ以上
失われていると推定されており10、マングローブが
こうした不可欠なサービスを提供できなくなる可能
性がある。仮に現在のマングローブが失われた場
合、洪水に見舞われる人の数が年間1,800万超増加
し（39％の増加）、資産への年間被害は16％（820
億米ドル）増加することになる11。

事業価値リスク
自然がビジネスの価値を維持するために必要な状況
をもたらす。（例：自然消失は不動産資産の価格改
定を引き起こす可能性がある）

イタドリは、非常に生存力が強く、拡散速度が速く、
薬剤耐性のある侵略的外来種であり、英国の多数の
不動産に影響を及ぼしている。駆除のコストと困難
さ、近隣の不動産に拡散し法的損害をもたらす可能
性などから、影響を受けた不動産はその資産価格が
低下しており、その被害額は12毎年1億6,500万ポンド
と推定されている13。同様に、カシ類突然死と呼ばれ
る侵略的な森林の病原体は、2010年から2020年ま
での間に、カリフォルニア州の一戸建て住宅の資産
価値に1億3,500万米ドル、樹木の治療、除去、交換
に750万米ドルの損害を出すと推定されている14。
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規制・法的リスク

自然関連リスクに対応する政策上、規制上の介入が
増えると、一部のセクターにおいて、資産価値の大
きな変動（例：当該セクターが法律の変更により座
礁資産を保有することになった場合）や、自然に悪
影響を及ぼす企業の事業コストの上昇（例：補助金
の廃止や新たな税、手数料によるもの）が生じる可
能性がある。事業運営に影響を及ぼす可能性のある
法律、政策、規制、裁判は下記の通り：

 – 基準／認証
 – アクセスの停止／禁止／罰金
 – 税金と手数料
 – 助成金
 – 取引可能な許可証と資源割り当て
 – 貿易管理令
 – 支払い方法
 – 排出量に対する価格の設定
 – 開示要求事項の変更
 – 賠償責任制度の変更

企業の事業活動によって引き起こされた自然消失に
より、規制上の介入が引き起こされる恐れがある。
例えば、2018年にインドネシア大統領は、パーム油
プランテーションや樹木伐採などへの土地利用変更
を目的とした原生林や泥炭地の整地作業に関して、3
年間の作業停止令を発表し15、2019年にはこの停止
が恒久化された。この介入により、インドネシアの
経済成長が鈍化し、国民総支出（GNE）や福祉など
のマクロ経済指標に悪影響を及ぶものと予測されて
いる。インドネシア最大のパーム油生産地であるス
マトラは、最も強く悪影響を受けると予想されており、
2030年までにベースラインGDPから-2％乖離するこ
とが予想されている16。

市場リスク

消費者や市場が自然関連リスクに反応することで、
自然関連リスクに対抗するための新たな商品／サー
ビス、テクノロジー、ビジネスモデルの発生や、需
給パターンの変化などが生じ、多くの企業が脅威に
さらされている。

合成タンパク質を含む肉や魚の代替品は、今後従来
の肉製品に取って代わっていくことになる。牛製品の
需要は2030年までに70％、2035年までに80～90％
減少し、食肉生産者とそのサプライチェーンに1000
億米ドルを超えるコストがかかると考えられる17。

レピュテーションリスク

企業が自然資本の減少や生物多様性の消失に関し
て、消費者や顧客、その他の幅広い主体から説明
責任を問われたり、訴訟を起こされたりすることで、
社会的レピュテーションリスクに直面する。その結果、
ブランド価値の低下、顧客基盤や利益の喪失、ある
いは保険料のさらなる上昇（訴訟がおこった場合）
を招く可能性がある。

自然関連の問題に対する社会的認知が高まったこと
で、企業は顧客から責任を問われるようになってい
る。2010年、グリーンピースはネスレの「KitKat」
ブランドに反対するキャンペーンを実施し、ブランド
がパーム油の調達のためインドネシアの熱帯雨林破
壊に関わっているという認知を高めた。結果、ネス
レの株価は4％下落することとなった18。
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自然関連リスクの管理手法の開発

TCFDの枠組みは、リスク開示にとどまらず、気候変動リスクと機
会を、効果的なリスク管理、企業戦略、監督の中に落とし込むた
めのフレームワークを提供することを目的としている。自然関連リ
スクと機会は、TCFDと同様の構成要素を用いて管理することがで
きる。

ガバナンスと戦略：自然資産やサービスに大きな影響を受ける企
業は、事業活動全体において生じる自然に由来するリスクを特定・
管理するための明確なガバナンス構造を確立すべきである。これ
には、事業部から経営陣（および取締役会）へのボトムアップ型
の伝達プロセスの明確化、および実施頻度を規定することが含ま
れる。また、企業は、短期、中期、長期にわたる、自然由来のリ
スクがもたらす影響と、自然由来のリスクの変化の見通しを把握し、
その内容を積極的に事業計画と戦略に反映させる必要がある。

リスク管理：明確なガバナンス構造と事業戦略を結ぶ基礎となるの
は、自然由来のリスクを評価する強力なリスク管理プロセスである。
図表7は、事業活動やサプライチェーンにおける自然由来リスクを、
主要なリスクカテゴリー（物理的リスク、規制・法的リスク、市場・

レピュテーションリスクなど）に照らして特定するための枠組みと
して使用可能である。 

指標と目標：企業は自然由来の重大なリスクの監視と、戦略に対
する進捗評価を行うための指標・目標値の策定を検討すべきであ
る。セクターによって重要となる指標は異なるが、さまざまな組織
がこれまでに報告している気候関連の指標と重なる可能性もある。 

図表8は、自然関連リスク管理にまつわる組織としての基礎的な事
項に関するガイダンスと、成熟したアプローチがどのようなものか
の概要を示している。自然関連リスクへの十分な対応を行うために
も、重大な自然関連リスクを抱える組織は、時間経過と共により成
熟したアプローチへと移行することが期待される。



23自然関連リスクの増大

図表8：
目的別の自然由来リスク管理手法

基本的事項 成熟的なアプローチ

ガバナンス

	– 自然由来リスクに関する責任を負う経営陣を特
定する。可能であれば、同一人物が気候と自
然に対する責任を負うべきである。

	– 自然への配慮をERMやESG機能、コーポレー
トサステナビリティチームなどの既存の環境リ
スク管理機能に統合する。

	– 自然と広範なESGリスクの相互作用に関する教
育を、主要なガバナンス責任者に実施する。

	– 取締役会や上級管理職レベルにおける自然関
連リスクの責任の所在を明らかにする。

	– ガバナンス構造とプロセスを確立し、自然由来
のリスクと機会を特定、管理し、取締役会と組
織全体の双方に報告する。

	– 自然由来リスクに関する理事会レベルの重要な
委員会の特定と、これらの委員会に情報を提供
するためのプロセスを特定する（監査委員会、
リスク委員会、ESG委員会を含む）。

	– 自然と気候に関するパフォーマンスを主要な
リーダーのインセンティブに加える。

戦略

	– 自然に対する企業としての熱意と、市場におけ
るビジネスの位置づけを考慮する。

	– 短期、中期、長期の時間軸において組織が特
定した自然関連リスクと機会について説明する。

	– 主要なリスクと機会を考慮・軽減するための行
動計画を策定する。

	– 自然に由来するリスクが企業の成長戦略へもた
らす影響について、将来を見据えたシナリオの
計画と作成を実施する。

	– 気候変動との関連も含め、自然に由来する自社
の立場や発信内容を明確化する。

	– 全世界、または主要な市場における、パートナー
シップとイニシアチブを特定し、これをけん引
する。

リスク管理

	– リスクが高いところと全社的なリスクレベル、お
よび（存在する場合は）他の重大リスクの特定
のため、リスクの全体評価を実施する。

	– 気候変動リスク管理を含む、ERMおよびリスク
対応プロセスに、マテリアルリスクを統合する
方法を検討する。

	– リスクレビューのタイムラインを決定する。

	– 気候変動リスクを含む、自然関連リスクを企業
のリスク管理プロセスに完全に組み込む。

	– 可能であれば、影響に関する報告書や貸借対
照表も含めて、重要なリスクと機会に関する詳
細分析を実施する。

	– 自然関連リスク・機会の管理のための行動計画
と組織のレジリエンスについて、よく把握して
おく。

指標と目標

	– 製品やサービス、サプライチェーン、事業継続
に関わる自然関連リスク・機会の特定、追跡に
関する簡潔な指標を開発する。

	– 自然への配慮を、より広範な環境への影響に
関する意欲的な目標の達成に向けた目標に統
合する。

	– 組織が自然関連のリスクと機会を管理するため
に使用する目標を策定し、その内容と達成状況
を説明する。

	– 重要な指標と目標を開示する。

低リスクセクター 高リスクセクター

出所：PwC
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人類の活動が生物多様性や自然に及ぼす悪影響は加速度的に高
まっており、これに対処するには、現行の成長モデルの大部分を
推進してきた政策や慣行を積極的に転換していく必要がある。

これを念頭に置くと、2030年までに自然消失を食い止めるため
には、企業、投資家、政策立案者が、市民社会と連携するという
極めて重要な役割を担う必要がある。本報告書は、New Nature 
Economyシリーズの第一弾となる報告書であり、Nature Action 
Agenda（企業、政府、非政府組織、学者、イノベーター、若い
世代による運動を促し、旧態依然のアプローチを打破することを目
標とするプラットフォーム）を通じて作成されたものである。

企業がステークホルダー資本主義の原則を保持し、リスクが増大
する中でも収益性を維持できるようにするため、本報告書では、
企業にとっての自然関連リスクの重要性に焦点を当てることを目的
としている。TCFDの提言が自然関連リスクの考慮を正式に含めて
いない中、世界経済フォーラムは、特にリスクの高いセクターにお
いて、自然関連リスクの考慮をERM、ESGの実践の一部とみなす
とともに、フレームワークの原則を自然にまで拡張し、適用するこ
とを企業や投資家に提言する。これと並行して、政府や規制当局
には、リスク開示範囲を気候変動リスクから自然関連リスクに拡張
することを検討するなど、戦略的・政策的行動を通じて自然消失
が金融システムにもたらすシステミック・リスクの捉え方について
検討することを推奨する。

4. 自然関連リスクに対処するための行動へ 

自然保護への世界的な機運が高まる中、次のステップは、現行の
ビジネスモデルと生産プロセスの戦略的転換によって、自然消失
が食い止められ回復に転じる可能性のある領域と、財政的に実現
が可能な方法を特定することである。より一層の透明性と説明責任
が企業に求められる流れの中で、現時点でその事業運営の中心に
自然を位置づけていない企業は、コストの増大に直面する可能性
が高い。このような流れを無視する企業は取り残され、この変革を
受け入れた企業は新たな機会を得ることになる。最近の研究では、
食品・土地利用のセクター単体でも、自然共生型経済への転換に
伴い、2030年までに年間4.5兆米ドルのビジネスチャンスがあると
されている。これには、森林再生、持続可能な養殖、植物性食肉
代替品、精密農業・環境再生型農業、食品廃棄物の削減などが含
まれる116。

これを踏まえ、世界経済フォーラムのNature Action Agendaプラッ
トフォームは、本報告書に追随する形で、機会と資金に焦点を当
てた2つの報告書を発表する。「Future of Nature」と「Business 
and Financing for Nature」と題した2つの報告書は、2020年の
節目となるイベントで公表される予定で、自然に対する事業活動の
依存度と、事業活動が自然に与える影響について、新たな考え方
を示すものである。
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自然への直接的な依存

世界自然保全モニタリングセンター（UNEP WCMC）117とPwCが
自然資本金融アライアンス（NCFA）向けに行った118分析を基に、
一連の生態系サービス全体に対する163のセクターとそのサプライ
チェーンの自然への依存度を分析した118。個々の生態系サービスに
対するセクター別依存度を特定し、評価するための基本的な手法に
関する詳細情報は、NCFAから入手可能である119,120。基礎的な分析
において考慮された生態系サービスの全リストは以下の通り。

生態系サービス

動物由来のエネルギー
バイオレメディエーション
局所災害の緩和
気候調整
大気や生態系による調整
疾病のコントロール
繊維・その他の原材料
水質浄化
洪水・暴風雨対策
遺伝子資源

地下水
生息環境の維持
浸食制御と安定化
騒音などの緩和
害虫のコントロール
受粉
土壌の質
表層水
空気循環
水量調整
水質調整

出所：NCFA121

依存度評価においては、生産プロセスレベルでの生態系サービス
へのセクターの依存度を、生産へのインプット、事業運営、廃棄
物の分解、資産の保護などさまざまな要素について検討している。
こうした評価は、UNEP WCMCとPwCがNCFA向けに行った分析
の一環として行われたデスクリサーチと産業の専門家との協議に基
づいている。評価プロセスでは、関連する各生産プロセスの各生
態系サービスへの依存度、生態系サービスからの提供の変化に対
する生産プロセスの感応度、生産プロセスレベルでの変化に対す
る財務パフォーマンスの感応度を考慮した。

付録A： 国やセクターの自然に対する 
依存度をモデル化する手法について

各セクターには、下記3要素を均等に考慮し、複数の生態系サー
ビスおよび生産プロセスの依存度を集約した総合的な依存度評価
を実施した。

 – 識別されたそれぞれ個々の依存関係の数

 – 上記依存度の平均度合（基礎分析では1～5で評価）

 – 個別の依存度の最高度合

この手法は、生態系サービスへの依存の種類と度合の多様性を表
現するために開発されたものであり、セクターレベルの自然に対す
る依存度に関して、相対的かつ指標的な評価を提供するものとし
て理解されるべきである。

依存度の統合スコアが3.0より高い場合は「高」、2.0～3.0の間の
スコアは「中」、2.0未満は「低」とみなす。そしてこれらのセクター
の依存度評価を、セクター別、国別に整理されたGVAデータと整
合させることで、依存度の各レベルで生成された直接的GVAを推
定することができる。

産業ごとの自然への依存度を特定する上で、まずセクターを包括
的な産業グループに集約した。この「産業」は、世界経済フォー
ラムの「ストラテジックインテリジェンス」における「産業」の定
義に基づいているが、必要に応じて新たなセクターが追加されて
いる。「産業別GVA」は、関連する全セクターのGVAの合計として
計算される。その後に「高」、「中」または「低」の依存度カテゴリー
における産業GVAのシェアが、その産業カテゴリー内の全セクター
の依存度スコアに基づいて計算される。同様に、「地域別GVA」は、
地域内に存在する全ての国のGVAの合計として計算される。「高」、
「中」、「低」の依存度カテゴリーにおける地域別GVAのシェアは、
その地域内のセクターの依存度スコアに基づいて計算され、GVA
で加重されている。「高」、「中」、「低」の依存度カテゴリーにおけ
る地域GVAのシェアは、その地域内のセクターの依存度スコアを
GVAで加重して計算される。
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サプライチェーンの自然に対する依存度

サプライチェーンにおける自然への依存度を評価するにあたり、グ
ローバルな多地域間産業連関モデルを使用して、セクター間の商
業的関係性の分析を実施した。例として、食品加工セクターの自
然に対する直接的な依存は限定的である一方、自然への直接的な
依存度が一般的に高いとされるセクターで生産される農業由来の
原料に大きく依存している。

個々のセクター（購買セクター）のサプライチェーンで創出された 
GVAは、当該セクターの国レベルの中間需要全体に基づいたイン
プットを使用した多地域間産業連関モデルを使用して算出されたも
のである。サプライチェーンGVAの総和は、当該購買部門のサプラ
イチェーンを構成する全てのセクターで創出されたGVAの総和として
サプライチェーンの各階層に属する全セクターの需要に対する購入

部門からの需要の比率に応じたものである。「高」「中」「低」の依
存度カテゴリーに分類されたサプライチェーンGVAの比率は、サプ
ライチェーン内のセクターの依存度スコアに基づいて計算され、そ
れぞれのセクターで創出されたGVAに基づいて加重されている。セ
クターレベルのサプライチェーンGVAの推計値は、直接的な自然へ
の依存度と同様の方法で、産業レベルで集計されたものである。

全てのGVAの数値は、世界銀行の標準的なGDPデフレーターを用
いて2018年の価格に調整されている。数値が地域または世界規模
で表現されている場合、産業レベルのGVAを合計した数値に、セ
クターレベルのGVA数値から除外されている資金移転（一部の税
金）を調整し、GDPの推定値に変換される。
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